
質向上のカギ
人的資本経営取組の現状と

調査ホワイトペーパー 

新たな国際規格 ISO 30201 のフレームワークと
データ利活用の観点から
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01Keys to Human Capital Management

調査背景

調査趣旨

近年、不確実性の高まる環境下において企業が持続的な成長を
続けるためには、従業員の意欲を引き出し、創造性や実行力の向
上につなげる人的資本経営の取組が不可欠となる。 

この質の向上にあたり、新たな国際規格としてリリースが予定さ
れ、人的資本に関するマネジメントシステムであるISO 30201が
注目されている。同規格のフレームワークは、今後の企業の取組
における羅針盤的な役割を果たす可能性がある。 

また、高度な人的資本経営を実践するためには、従業員に関する
広範なデータを収集・蓄積し、分析やより高度な意思決定等に利
活用していくことが重要となる。 

上記のような課題意識を踏まえ、今回、日本企業を対象として、
岩本 隆 氏（慶應義塾大学大学院 経営管理研究科 講師/山形
大学 客員教授） の監修のもと以下の趣旨にて本調査を行った。 

・ISO/DIS 30201（現ドラフト版）で示される要求事項・考え方
等を参考に、これに照らして日本企業の人的資本経営に関する
現状の取組状況を把握する。

・上記規格や人的資本経営の実践に関連して、人的資本経営に
関するデータを収集・蓄積・統合し、人材マネジメントや経営判
断に効果的に活用しているかを把握する。

・これらを踏まえ、日本企業の人的資本経営に関する課題を明らか
にし、今後、取組の質の向上につながる示唆を抽出する。

※本ホワイトペーパーはサマリー版のため、全ての調査結果については詳細レポート
をご参照ください 
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調査条件

ISO 30201フレームワークに基づく実態

本調査から得られた示唆

目標設定と効果検証が特に課題となりうる。
従業員のライフサイクルに関わる領域別の重要度や取組状況にはばらつきが
あるものの、重要度の高い領域は総じて取組が進んでいる傾向がある。

人的資本経営に関するデータの蓄積と利活用の状況
データは一定保有しているが、分析への活用にまで至っていない。 
担当者はデータの品質やシステムの整備状況に課題を認識しているものの、
意思決定者との認識にギャップがあり、現場目線では意思決定者が認識
するほど高いレベルにはないと感じている。 

企業属性による差
企業属性では特に「上場」と「非上場」で取組レベルの差が大きい。
中小企業はデータの管理・分析、中堅企業は推進体制（リソースを含む）や
人事施策や戦略の効果測定や目標設定、大企業は経営層の関与や情報開示
について特に課題感が大きい。

人的資本経営による効果とその要因
人的資本経営の推進により得た効果の度合いとして、資本市場や社会など
対外的な評価の向上は期待を上回っているが、従業員の満足度などは期待
に反して効果が得られていない。 
人的資本経営推進の効果の実感度と経営の関与度やPDCAの水準、データ
の保有レベルに関連性があり、経営の関与度が高いほど、より効果を実感
できている。

調査期間
2025年08月22日（金）～ 2025年08月24日（日）

調査対象
以下の条件を満たす企業の人事関連業務担当者1,241名
3年以内に人事関連業務の経験あり
人事関連業務経験3年以上
従業員規模100人以上
役職課長以上
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【図1】企業の従業員規模

【図2】企業の上場区分

【図3】企業の業種

【図4】役職

【図5】人事業務への関与水準

メーカー IT・通信 サービス 卸・小売り 金融・保険
不動産・リース 医療・福祉 運輸 建設 その他

経営者 役員クラス 部長クラス 課長・次長クラス

意思決定者　　　　  担当者

（ n=1,241）

回答者の属性
本調査に参加した回答者の属性は以下のとおり

100人～200人未満 200人～300人未満 300人～500人未満 500人～1,000人未満
1,000人～2,000人未満 2,000人～3,000人未満 3,000人～5,000人未満 5,000人以上
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62.6 37.4

17.1 48.3 29.4
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16.3 10.6 11.2 16.2 11.8 4.5 9.0 20.4

39.2 33.9大企業中堅企業26.9中小企業

東証プライム市場に上場している 東証スタンダード市場に上場している 東証グロース市場に上場している
その他の市場に上場している 上場していない わからない

0.7

46.7％46.7％上場計上場計

22.222.2 ％
役員相当役員相当

※小数点第2位以下は四捨五入して表記
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【表1】 PDCAサイクルの設問における望ましい状態の定義

人材戦略の定量的な
目標設定状況

人材戦略の各領域における目標が定量的に設定されている

人事施策推進状況 人材戦略に基づいて、各領域における人事施策を推進している

人事施策の効果検証 各領域について人事施策を定量的に効果検証し、
改善に向けた要因分析まで行っている

人材戦略・人事施策の見直し 効果検証の結果に基づき各領域の人事施策や
人材戦略全体の見直しを行っている

企業が組織の戦略や目標を達成すべく、取組を継続
的に改善する仕組みを構築できているかPDCA
（Plan-Do-Check-Act）サイクルに沿って確認した。

PDCAそれぞれの設問について「望ましい状態」を下
表の通り設定し、その状態が達成できている企業の割
合を集計した。

その結果、PDCAサイクル自体は一定の形で構築され
ており、計画立案から実行、検証、改善までの一連の流
れはできていた。
しかしながら、目標の定量化が不十分であることが影

響してか、効果検証のフェーズにおいて課題があり、施
策の効果を客観的に評価し、次の改善につなげるため
のフィードバックループが十分に機能していないケース
が少なくないといえる。

PDCAサイクルにおける取組の状況（表1・図6）

PDCAサイクル毎の項目 望ましい状態の定義

P
D
C
A

①要員計画・配置

④人材育成・教育研修

⑦人事評価・パフォーマンス

⑩従業員エンゲージメント・満足度

②賃金・報酬

⑤スキル・経験

⑧後継者計画（サクセッション）

⑪ダイバーシティー（多様性）

③採用・オンボーディング

⑥離職・定着

⑨異動・退職

⑫健康・安全

領域

従業員ライフサイクル
従業員が組織に入社する前から退職するまでに経験する一連の過程や様々な段階を指す
用語。 本調査では従業員ライフサイクルに関わる9領域（下表①～⑨）に、人的資本経営
において関心の高い3領域（下表⑩～⑫）を加えた全12領域（以下、「領域」という）を対象
範囲として設問を作成した。

調査の主な結果
用語の定義

従業員ライフサイクルに関わる9領域（以下①～⑨）

人的資本経営において関心の高い3領域（以下⑩～⑫）
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ここでは、PDCAサイクル全体の取組水準を重みづけ
してスコア化し、課題解決の重要度とクロス分析を行う
ことで、両者の関係性を確認した。全体としては重要度
が高いものほど、PDCAサイクルに関わる取組水準は
高い傾向にあることがうかがえた。重要度が高く取組
が進んでいる領域として「人材育成・教育研修」、「健

康・安全」、「要員計画・配置」、「採用・オンボーディン
グ」が挙げられた一方、「ダイバーシティー（多様性）」、
「異動・退職」、「後継者計画（サクセッション）」は重要
度・取組水準ともに低いスコアとなり、これらの領域で
は企業によって重要性の認識や施策の定量化、効果
検証が十分に浸透していない状況がうかがえた。

【図6】 人的資本経営におけるPDCAの状況

【図7】 領域別重要度×PDCAウエイト平均

0.9 1.0 1.1 1.3 1.41.2 1.5
4.0

4.2

4.4

4.6

4.8

5.2

5.4

5.0

※表1（PDCAサイクルの望ましい状態の定義）に相当する選択肢の回答者

領域別重要度とPDCA水準の関係性 （図7）

P：目標設定（定量）

D：人事施策の推進

C：人事施策の効果検証

A：効果検証に基づく見直し

34.0

76.0

34.6

73.7
0 10 20 30 40 50 60 70 80

%

12領域の全体スコアの平均値

P
D
C
A
合
計
ス
コ
ア

領域別重要度

ダイバーシティー
（多様性）

異動・退職
後継者計画（サクセッション）

離職・定着

スキル・経験

従業員エンゲージメント・満足度

人事評価・パフォーマンス
賃金・報酬

採用・オンボーディング

要員計画・配置

人材育成・
教育研修

健康・安全

線形（全体）

※小数点第2位以下は四捨五入して表記

x軸：各領域をどれだけ重要視しているかを回答に応じてスコア化（重み付け）した値の加重平均値 
y軸：各領域をどれだけ注力して推進しているかを回答に応じてスコア化（重み付け）した値の加重平均値
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【図8】 領域データ保有企業と分析等への活用企業とのGAP

【図9】 保有するデータの質と領域数の関係

人的資本経営に関わる「データを保有」（一部の保有
を含む）しているとの回答は、各領域横断でみると
87.9%に上り、データの収集や蓄積は一定行われてい
ることが判明した。

一方で、「データを保有し、分析等に活用している」と
の回答は40.3%にまで低下した。単なるデータの保有
にとどまっており、分析等への活用は遅れている実態
が明らかになった。

なお、12領域において、どの程度質の高いデータ保有が
できているかを調べたところ、単なる「データを保有」（一
部の保有を含む）では、回答企業の90.2%が7～12領域
でデータを保有していたが、「分析に活用できている」で

は36.2%に大きく減少した。領域横断でデータを保有出
来ているかという観点でも、「分析可能な状態で」データ
を保有出来ているか否かで結果に大きく差が出ることが
確認できた。

データの保有状況と活用レベル （図8・図9）

全体
平均値
1,241

中小企業
平均値
334

中堅企業
平均値
486

大企業
平均値
421

上場
平均値
580

非上場
平均値
652

人的資本データの保有領域

n

%
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100

87.9

40.3

81.6

28.4

88.1

39.8

92.6

50.4

93.5

51.3

83.2

30.8

0.5

0.5

0.5

データ（一部のみを含む）を保有できている データの保有だけでなく分析活用までできている 

7～12領域1～6領域0領域 無回答

データの保有だけでなく
分析活用までできている

データの保有は
できている 

データの一部保有は
できている 

%
0 20 40 60 80 100

21.4

7.1 18.1

2.3 6.9 90.2

74.3

36.242.0

※小数点第2位以下は四捨五入して表記

※小数点第2位以下は四捨五入して表記
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【図11】 システム整備状況の意思決定者vs担当者 の認識GAP

【図10】 データ保有状況に関する意思決定者と担当者の認識GAP 

またデータの精度に関する設問において、「データを
管理しているシステムにおいて、入力時のエラー
チェックや承認フロー、変更履歴の管理等を行い担
保している」を選択した回答者の割合は、意思決定
者が42.4%であったのに対し、担当者が26.1%で
あった。
同様に、最新データの更新状況を確認した設問で
は、「データはリアルタイムで更新され、常に最新の
データを活用できる」を選択肢した回答者の割合
は、意思決定者が35.8%であったのに対し、担当者
が22.5%であった。

データのシステム整備状況・統合状況を確認した設問
では、「各種データはシステム上で統合的に可視化さ
れており、複数種類のデータをクロスした分析やシス
テム間連携が容易に行えている」を選択肢した回答
者の割合は、意思決定者が41.5%であったのに対し、
担当者が25.6%であった。法令規制への対応に要す
る工数を確認した設問では、「多くのデータはシステ
ムで管理しており、必要なデータの収集や計算に大き
な管理工数は発生していない」を選択肢した回答者
の割合は、意思決定者が41.4%であったのに対し、担
当者が24.4%であった。

意思決定者と担当者間でのデータやシステムに関す
る認識の差異を調べた。人的資本経営に関わる
「データを保有」（一部の保有を含む）しているとの
内容の回答は、意思決定者が89.8%、担当者は

84 . 8%と、大きな差はみられなかった。一方で、
「データを保有し、分析等に活用している」との回答
は、意思決定者が46.3%であったのに対し、担当者
が30.4%と差が開いた。

以上の結果を踏まえると、意思決定者は保有する
データの品質やシステムの整備状況が分析等へ活
用可能な高い水準にあると認識しがちであるのに対

し、実務を担う担当者はそのような認識になく、デー
タ活用が進まない原因の一端となっている可能性が
示唆された。

意思決定者と担当者の認識の相違 （図10・図11）

下記 枠内の項目 と回答した割合 意思決定者 担当者

一部のみを含むデータ保有
データ保有、分析活用
差分

データを管理しているシステ
ムにおいて、入力時のエラー
チェックや承認フロー、変更
記録等の管理等を行い担保
している

データはリアルタイムで更新
され、常に最新のデータを活
用できる

各種データはシステム上で
統合的に可視化されており、
複数種類のデータをクロスし
た分析やシステム間連携が
安易に行えている

多くのデータはシステムで管
理しており、必要なデータの
収集や計算に大きな工数は
発生していない
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41.5

25.6
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12領域の全体スコアの平均値
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43.5
47.6
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40.3
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30.4

※小数点第2位以下は
四捨五入して表記

※小数点第2位以下は
四捨五入して表記
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人的資本経営による期待効果についてたずねた設問
では、全体の91.7%において人的資本経営を推進す
ることで何らかの効果を期待していた。回答者全体で
は「従業員の満足度や生産性の向上」が最も高い
61.5%、次いで「経営戦略の実現や財務目標の達
成」が56.3%であった一方、「社会的な評価向上を含
めた、自社のブランド価値の向上」が最も低い33.2%
であった。

人的資本経営の主目的には、経営戦略の実現や企業
価値向上が挙げられるが、対従業員への効果に最も
大きな期待を寄せていることがわかった。また、「投
資家や株主からの評価向上」や「社会的な評価向上
を含めた、自社のブランド価値の向上」といった対外
的な評価に関わる選択肢は、上場区分等による差が
大きい一方で、「従業員の満足度や生産性の向上」は
企業属性による差が小さいといった特徴も見られた。

【図12】 人的資本経営による期待 

経営戦略の
実現や財務
目標の達成

投資家や
株主からの
評価向上

求職者等の
労働市場から
の評価向上

従業員の満
足度や生産
性の向上

社会的な評価
向上を含めた、
自社のブランド
価値の向上

期待
効果あり
計

中小企業

中堅企業

大企業

上場

非上場
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300～1999人

2000人～
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上場
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非上場

〈 比率の差 〉
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50.3

34.4
19.2

33.7

47.3

53.1

18.1

43.4
40.7

42.2

46.8

53.3

34.8

61.5
58.4

62.1

63.2

65.0

58.9

33.2
25.7

31.7

40.9

41.4

26.2

91.7
87.1

92.2

94.8

96.7

87.7

人的資本経営への期待と効果に対する
企業属性による差 （図12・図13・図14）

%

0

20

40

60

80

100

※全体の数値について
は、従業員規模や上
場区分によるウェイト
バックはせず、調査で
得られた回答を単純
集計して記載

※小数点第2位以下は四捨五入して表記
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経営戦略の
実現や財務
目標の達成

投資家や
株主からの
評価向上

求職者等の
労働市場から
の評価向上

従業員の満
足度や生産
性の向上

社会的な評価
向上を含めた、
自社のブランド
価値の向上

いずれか
「効果あり」

【図13】 人的資本経営の効果実感（企業属性別）

【図14】 人的資本経営の期待vs効果実感

人的資本経営の推進による期待と効果実感の差とし
て、10pt以上の差が生じた選択肢を確認すると、「投資
家や株主からの評価向上」や「社会的な評価向上を含

めた、自社のブランド価値の向上」は期待以上の効果を
実感している一方で、「従業員の満足度や生産性の向
上」は期待よりも効果実感が下回る結果となった。 

52.9

37.4

52.9

65.3

66.9

40.6

46.6

32.9

45.1

59.1

60.9

34.0

47.4

34.4

44.7

60.8

60.5

35.7

49.4

37.4

46.9

61.8

61.4

38.8

50.2

34.7

49.6

63.2

63.6

38.5

61.0

48.2

59.9

72.4

74.1

49.5

中小企業

中堅企業

大企業

上場

非上場

100～299人

300～1999人

2000人～

全体

従業員
規模

上場
区分

%

0

20

40

60

80

効果の実感については、属性でみると企業規模が大
きい方が、また非上場企業よりも上場企業の方が、
「効果あり」（「想定以上の効果あり」または「効果が
出はじめている」を選択）との回答割合が高かった。

「中小企業」が 48.2%、「中堅企業」が 59.9%、「大
企業」が 72.4% で、上場区分別では「上場企業」
が 74.1%であるのに対し、「非上場企業」が 49.5%
であった。

中小企業
中堅企業
大企業
上場
非上場

〈 比率の差 〉

全体＋10％
全体＋5％
全体－5％
全体－10％

全体

人的資本経営の推進による期待(全体) 効果の実感(全体)

%

経営戦略の
実現や財務
目標の達成

投資家や
株主からの
評価向上

求職者等の
労働市場からの
評価向上

従業員の満足度や
生産性の向上

社会的な評価向上を
含めた、自社の

ブランド価値の向上

0

20

40

60

80

56.3 52.9
34.4

46.6 43.4 47.4
61.5

49.4
33.2

50.2

※全体の数値については、従業員規模や上場区分によるウェイトバックはせず、調査で得られた回答を単純集計して記載

※小数点第2位以下は四捨五入して表記

※小数点第2位以下は四捨五入して表記
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【図15】 人的資本経営の課題感
〈 差分表記 〉
5pt.以上プラス
プラス

%%

課題あり

経営層が主体的に関与
していない

経営層の理解・知識が
不足している

経営戦略と人材戦略、
人材戦略と人事施策が
連動していない

人材戦略や人事施策に
おける指標と目標が定
量的に（具体的な数値
で）設定できていない

人材戦略や人事施策
の効果測定が適切に
行えていない

人材戦略や人事施策
の振り返り・改善が適
切に行えていない

人的資本経営に関わる
データの開示が適切に
行えていない

人的資本経営に関わる
データの管理・分析が
適切に行えていない

人的資本経営の推進
体制が適切でない
（リソース不足を含む）

人的資本経営の必要
性について、従業員に
浸透できていない

人
的
資
本
経
営
の
推
進
に
お
け
る
課
題

全体

0 20 40 60 80 100 0 20 40 60 80 100

+0.3

-2.5

-1.9

-0.3

-3.3

+0.2

+0.3

-0.4

+1.9

-5.4

-1.0

-0.3

-1.6

+0.4

+0.2

+2.4

+3.2

+1.7

-0.9

-1.8

+5.6

+1.8

-0.0

+4.1

+1.6

+0.1

+0.9

-3.5

-2.0

+1.4

-0.2

-0.1

-0.8

+1.1

-0.4

+2.9

+2.9

+5.7

+3.6

+3.5

+7.3

+1.5

+9.2

-2.0

-0.7

+0.6

-2.5

-2.2

-5.3

-3.2

-2.7

-6.6

-0.7

-8.9

+2.8

中小企業　  中堅企業　  大企業 上場　  非上場　  無回答 中
小
企
業

中
堅
企
業

大
企
業

上
場

非
上
場

全体からの差分 　(pt)

26.9

27.2

24.4

25.0

26.6

23.6

27.2

27.2

26.5

28.9

21.5

25.9

39.2

38.9

37.6

39.5

39.4

41.5

42.4

40.9

38.2

37.4

44.7

40.9

33.9

33.9

38.0

35.5

34.0

34.8

30.5

31.9

35.3

33.8

33.8

33.1

46.7

47.9

46.3

49.6

49.6

52.4

50.3

50.2

54.0

48.2

56.0

44.7

52.5

51.8

53.2

50.0

50.4

47.3

49.3

49.8

46.0

51.8

43.7

55.3

 0.7

 0.3

 0.5

 0.4

 0.3

 0.3

 0.4

企業規模別に比較すると、人的資本経営の課題認識
は企業規模によって明確に異なることが分かった。まず
中小企業では「データの管理・分析が適切に行えて
いない」との回答が全体に対して＋1.9pt と多かった。
また中堅企業では「人的資本経営の推進体制が適切
でない（リソース不足を含む）」が＋5.6ptと顕著であっ
たほか、「人材戦略や人事施策の効果測定が適切に
行えていない」が＋3.2pt、「人材戦略や人事施策に

おける指標と目標が定量的に設定できていない」が
＋2.4ptと、リソース不足に加えて効果検証に必要な取
組に課題を感じていることがうかがえた。大企業では「経
営層が主体的に関与していない」が＋4.1pt、「経営
層の理解・知識が不足している」が＋1.6pt と経営
層の関与度合いに強く課題を感じており、「人的資本
経営に関わるデータの開示が適切に行えていない」
が＋1.4ptと情報開示面での課題に特徴がみられた。

企業規模による人的資本経営の課題認識の差 （図15）

※小数点第2位以下は
四捨五入して表記
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【図16】 経営トップの関与度別の効果実感

%%

人的資本経営推進の効果の実感度と経営の関与度
や PDCA の水準、データの保有レベルとの関係を
分析したところ、両者には関連性があった。まず、
経営トップの関与度合と効果実感の関係性について

確認した。経営トップが関与している度合いが高い
群ほど「効果あり」と感じている項目が多い傾向
が見られ、特に経営トップの関与度が最も高い群で
顕著であった。

経営トップ関与度合×効果実感 （図16）

〈 経営トップが関与している内容を問う選択肢 〉

①経営理念やビジョン、経営計画の中で人的資本経営について言及
②人材戦略等、人的資本経営のアジェンダを経営会議で取り上げ、議論を実施
③社内に人的資本経営に関するメッセージを発信（社内報やイントラネット、全社会議など）
④人的資本経営の方針や取組、人事施策を社外に発信（企業ウェブサイトやIR、人材採用ページなど）

①～④の選択個数 
（%表記は回答者全体に対する割合）

図13で示した各項目において、
『効果あり』と回答した数

関与全て

関与3つ

関与2つ

関与1つ

非関与

0個 1～4個 5個以上

0 20 40 60 80 100

経営トップ

経営トップ

経営トップ

経営トップ

経営トップ

全体

経
営
関
与

39.0 28.0 33.0

33.5

32.9

25.825.848.5

63.4 20.7 15.9

37.5

34.2

29.0

32.9

24.3 22.5 53.2

0 5 10 15 20 25 30 35

22.6

14.2

18.6

34.1

6.6

※小数点第2位以下は四捨五入して表記
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【図17】 取組水準別の効果実感
%

まずPDCAサイクルに関わる取組と効果実感の関係
性においては、PDCAの各段階において優れた取組を
多くの領域で実践できている企業は、人的資本経営の
効果を実感している割合が多いことが明らかになった。 
例えば、定量目標を設定している領域の数量が多い群
ほど「効果あり」との回答割合が高かった。
また、データの保有・分析状況との関係では、「データ
を保有し、分析等に活用している」領域の数量が多い

群ほど、「効果あり」との回答割合が高かった。当該領
域が0個の場合、効果実感数が最も少ない群（0個）
の割合は60.0%と半数以上を占め、効果実感数が
最も多い群（5～6個）は12.1％にとどまった。一方
で、当該領域が7～12個の場合、効果実感数が最も
少ない群（0個）の割合は26.1%にまで低下し、効果
実感数が最も多い群（5～6個）の割合は55.5％と過
半を占めた。

PDCAサイクルおよびデータの保有・
分析状況 × 効果実感 （図17）

データの保有・活用状況

A:効果検証に基づく見直し

C:人事施策の効果検証

D:人事施策の推進

P:目標設定（定量）

〈 P：目標設定（定量） 〉
①定量的に目標設定されている
②定量的ではないが、定性的に目標設定されている
③目標設定をしていない
④わからない

〈 D：人事施策の推進 〉
①力を入れて推進している
②やや力を入れて推進している
③そこまで力を入れて推進していない
④施策を行っていない
⑤わからない

〈 C：人事施策の効果検証 〉
①人事施策の定量目標の達成度合いに加え、今後の
改善に向けた要因分析を行っている

②定量目標の達成度合いの分析は行っているが、今後
の改善に向けた要因分析は行っていない

③定量的な達成度合いの分析は行っておらず、定性面
（計画通りに施策を実施した等）のみにとどまっている
④効果検証を行っていない
⑤わからない

〈 A：効果検証に基づく見直し 〉
①人材戦略及び人事施策の見直しを行っている
②人材戦略の見直しのみを行っている
③人事施策の見直しのみを行っている
④人材戦略及び人事施策のいずれも見直しを行って
いない

⑤わからない

〈 データの保有・活用状況 〉
①データを保有し、分析等に活用している
②データは保有しているが、分析等に活用はしていない
③データを一部保有し、分析等に活用はしていない
④データ自体を保有していない
⑤わからない

0領域

1～6領域

7～12領域

0領域

1～6領域

7～12領域

0領域

1～6領域

7～12領域

0領域

1～6領域

7～12領域

0領域

1～6領域

7～12領域

0個 1～4個 5個以上

0 20 40 60 80 100

55.518.526.1

24.636.539.0

12.127.960.0

61.119.819.1

28.231.240.6

18.036.845.2

60.616.822.6

26.734.139.2

14.531.753.8

56.318.425.3

27.833.039.2

11.129.359.6

57.421.021.6

28.931.439.7

13.928.357.8

※小数点第2位以下は四捨五入して表記

※図13で示した各項目において、「効果あり」と回答した数 

 ※縦軸は各設問で最高レベルの取組（下表の青字選択肢）が出来ている領域の数量を一定の範囲で区分して示し、 
　横軸は人的資本経営の効果をどの程度（何種類の項目で）感じているかを表示
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まとめ

本調査の結果から、ISO 30201のフレームワークに照らした企業の主な課
題は、人的資本経営のPDCAサイクルの運用における「定量的な目標設
定」と「要因分析を含めた効果検証」の不足であることが明らかとなった。
ISO 30201は、人的資本に関する体系的な管理と、組織目標に基づいた
継続的な改善プロセスを求めている。しかしながら、多くの企業では、計画
（Plan）時に数値による具体的な目標設定が行われないまま施策の実行
（Do）を行い、効果検証（Check）時に要因分析を十分に行っていないに
も関わらず、改善（Action）の取組を進めている傾向にあった。

人的資本経営に関するデータの保有率は高いという結果であった一方で、
データの分析や意思決定への活用が十分に進んでいないことは課題に挙
げられる。多くの企業がデータを蓄積しているものの、経営会議等での戦
略的な活用や、人的資本経営の効果的な推進に向けた分析に活用している
企業は限定的であった。さらに、データの品質やシステム整備状況に対する
認識も、意思決定層と担当者の間でギャップがあり、現場ではシステムの
統合性やリアルタイム性、データの正確性などに課題を感じている割合が
多いことが示された。

一方、データの品質やシステム間の連携・統合状況などの充実が人的資本
経営の実効性を左右し、データの活用度が高い企業ほど、効果実感も高い
傾向があった。これらの充実は、人的資本経営のPDCAサイクル全体に好
影響をもたらすことが期待される。ISO 30201のフレームワークを踏まえて
人的資本取組の質の向上を進めていくためには、分析可能な形でデータを
保持し、各種人的資本の情報を統合的に可視化できるよう、HRシステムと
データに関する社内の仕組みを整備していくことが不可欠である。

今回、担当者と意思決定層における上記の整備状況について認識に差がみ
られたが、企業においてこれらに関する現状の課題を正しく把握し、システ
ムやデータ整備への追加投資を判断していくことも必要となるであろう。

データに関する課題と活用の重要性

ISO 30201フレームワークに照らした実態と課題
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寄稿（監修者：岩本隆氏）

岩本隆氏 略歴

人材マネジメントの国際規格を開発するISO（International Organization for Standardization：国際標準
化機構）のTC（Technical Committee：テクニカルコミッティ）であるISO/TC 260は、2011年に活動を開
始し、2025年9月末時点で32の国際文書を出版している。日本は2023年3月にPメンバー
（Participating member）になり、2023年4月に国内審議委員会を組成して、人材マネジメントの国際
規格開発に積極的に参加している。筆者は国内審議委員会の副委員長を務めている。 

2025年9月末時点でDIS（Draft International Standard）の開発ステージにあるISO 30201は、人
材マネジメントにおけるマネジメントシステム規格であり、ISO/TC 260が出版するあらゆる国際
規格のキャップストーンとなる規格である。別の言い方をすると、ISO 30201は、人的資本経営の
仕組みが企業の中にできているかどうかを評価する規格といえる。 

今回、1,200社を超えるさまざまな規模の企業の人的資本経営の仕組みについて調査が実施さ
れ、現状の日本企業の課題が明らかになった。具体的には、人的資本経営のPDCAサイクルを回
すにあたり、「定量的な目標設定」と「要因分析を含めた効果検証」の不足が課題となっている日
本企業が多い。内閣府令による人的資本開示では、人的資本の「インプット→アクティビティ→ア
ウトプット→アウトカム」において「指標」と「目標」を設定し、進捗状況を報告することが求められ
ているが、本調査結果から、アウトプットやアウトカムの目標設定が不足していることや、アクティビ
ティとアウトプット、アウトカムとの関係性が、論理的、定量的に示せていないことがうかがえる。 

一方、人的資本経営の課題が明確になったことで、今後、日本企業が強化すべきポイントも明確に
なった。内閣府令の今後の改正により、経営戦略と連動した人材戦略の開示も必須化されるよう
になる。戦略には、客観性、論理性、定量性が求められるため、人材戦略を策定するにあたっては、
勘と経験による定性的な判断ではなく、データを活用した定量的な判断が必要となるため、人的
資本データ活用の強化が急務となる。 

また、日本では中堅企業の重要性が高まっており、2024年に法律で中堅企業が定義され、2025
年2月には、中堅企業の役割や課題、官民で取り組むべき事項をまとめた「中小企業成長ビジョ
ン」が策定され、本ビジョンを基に、「中堅企業成長促進パッケージ2025」が取りまとめられた。
本調査では、中堅企業の人的資本経営の課題も明確になった。具体的には「定量的な目標設
定」や「施策等の効果測定」に加え、「リソース不足を含む推進体制の構築」が課題となってい
る。テクノロジーの進化により人的資本経営をサポートするSaaS（Software as a Service）やBPaaS
（Business Process as a Service）なども増えていることから、こういった外部のサービスをうまく活用し
てリソース不足を補い人的資本経営の推進体制を構築すると良いであろう。
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